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１  当事者の概要 

(1)  申立人 Ｘ１(以下｢組合｣という｡)は､○○○○○○○の配達員(以下｢配達ﾊﾟｰﾄﾅ

ｰ｣という｡)ら18名が､令和元年10月3日に結成した労働組合であり､本件申立時の組

合員数は30名である｡ 

(2)  被申立人 Ｙ１(以下｢Ｙ１｣という｡)は､平成24年11月30日に設立され､○○○○

○○○事業(後記2(2頁))に関する業務を行う株式会社である｡ 

Ｙ１は､被申立人 Ｙ２(以下｢Ｙ２｣といい､｢Ｙ１｣と併せて｢会社ら｣という｡)か

ら委託を受けて､○○○○○○事業における広報･法務･契約業務､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰの登

録手続･教育､ｱｶｳﾝﾄへのｱｸｾｽ停止措置(以下｢ｱｶｳﾝﾄ停止措置｣という｡)の運用､ﾊﾟｰﾄﾅ

ｰｾﾝﾀｰの運営､ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの運営などの業務を行っていた｡ 

なお､ﾊﾟｰﾄﾅｰｾﾝﾀｰは､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰの登録手続等を行っている｡ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰは､配達ﾊﾟ

ｰﾄﾅｰをｻﾎﾟｰﾄする役割を担っており､ｱﾌﾟﾘに不具合があった場合や､ｱﾌﾟﾘの使い方が

分からない場合､ﾄﾗﾌﾞﾙが発生した場合などの対応を行っている｡ 

3年1月以降は､Ｙ１が受託していた業務の一部を､Ｙ２が所管することになった

が､その際､両社間の業務委託契約の内容は変更されていない｡ 

Ｙ１の2年3月1日時点の従業員数は115名､3年1月1日時点の従業員数は59名､4年2

月1日時点では125名であった｡ 

(3)  被申立人Ｙ２は､元年10月29日にＹ２´として設立された合同会社であり､日本

における○○○○○○事業の運営主体である｡2年6月1日に商号をＹ２に変更した｡ 

本件申立時､Ｙ２´は､申立外 Ｂ１(以下｢Ｂ１｣という｡)と共に配達ﾊﾟｰﾄﾅｰや飲

食店と契約を締結し､○○○○ｻｰﾋﾞｽの提供･あっせん､契約条件､ｻｰﾋﾞｽ手数料及び

推奨配送手数料の決定並びにこれらの代金の決済業務､ｱﾋﾟｰｼﾞﾝｸﾞ費用(後記4⑴ｴ

( ｱ )(8頁))の支払､ｱｶｳﾝﾄ停止措置の判断基準の決定､ｱﾌﾟﾘの表示に関する決定､｢配達

ﾊﾟｰﾄﾅｰｶﾞｲﾄﾞ｣の作成などの業務を行っていた｡ 

3年1月以降は､Ｙ１に委託していた登録飲食店拡大のための営業計画とその実施､

利用者拡大のための広告戦略の立案とその実施､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰ確保のための広告戦略

の立案とその実施､ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞの業務を､これに加えて所管するようになった｡ 

Ｙ２の3年1月1日時点の従業員数は59名､4年2月1日時点では95名であった｡ 

(4)  申立外 Ｂ２(以下｢Ｂ２｣という｡)は､平成21年3月に設立され､ｱﾒﾘｶ合衆国に本拠

を置き､ｱﾌﾟﾘとｼｽﾃﾑの技術を開発し､世界各地で事業を展開しており､Ｙ１及びＹ２

の親会社である｡ 

(5)  申立外 Ｂ３(以下｢Ｂ３｣という｡)及びＢ１は､ｵﾗﾝﾀﾞに所在しｵﾗﾝﾀﾞ法に基づき設

立された有限責任会社である｡ 

Ｂ３は､Ｂ１に対し､○○○○○○○のｱﾌﾟﾘのﾗｲｾﾝｽを付与している｡ 

本件申立時､Ｂ１は､Ｙ２´に対し､○○○○○○○のｼｽﾃﾑの一部を再許諾してい

た｡ 

そして､Ｂ１は､Ｙ２´と共に配達ﾊﾟｰﾄﾅｰと契約を締結し､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰにｱﾌﾟﾘの利
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用権を付与し､Ｙ２´が､ｱﾌﾟﾘ上で利用者間のﾏｯﾁﾝｸﾞを行っていた｡ 

(6)  以上のとおり､日本の○○○○○○○事業は､Ｙ２を運営主体とするが､親会社で

あるＢ２のほか､Ｂ１､Ｙ１及びＢ３が同事業に関わっており､本命令書において､

その主体が明確に区分できない場合には､これらの会社を総称して便宜上｢Ｂ｣と呼

ぶこととする｡ 

２  事件の概要 

Ｙ２は､日本において､ｱﾌﾟﾘ上で､飲食店と料理等(以下｢飲食物｣という｡)を注文す

る人(以下｢注文者｣という｡)と飲食物を注文者に配達する配達ﾊﾟｰﾄﾅｰ(これら三者を

併せて､以下｢利用者｣という｡)とを結び付ける事業(以下､｢○○○○○○○事業｣とい

うが､単に｢○○○○○○○｣ということがある｡)を運営している｡ 

○○○○○○○事業では､ｱﾌﾟﾘで注文者が飲食店に飲食物を注文し､飲食店がその

注文に応ずると､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰに配達ﾘｸｴｽﾄが送信され､ﾏｯﾁﾝｸﾞが行われる｡ 

配達ﾊﾟｰﾄﾅｰがｱﾌﾟﾘ上で配達ﾘｸｴｽﾄに応じると､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰは飲食店に移動し､飲食物

を受け取り､注文者に配達することとなる｡ 

令和元年10月3日､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰら18名は､組合を結成し､同月8日､組合は､Ｙ１に対し､

組合結成を通知し､事故の際の配達ﾊﾟｰﾄﾅｰに対する補償等について団体交渉を申し入

れた(以下｢10月8日付団交申入れ｣という｡)｡ 

これに対し､Ｙ１は回答せず､10月18日､Ｂ１は､組合に対し､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰはＹ１では

なくＢ１と契約を締結している個人事業主であり､労働組合法(以下｢労組法｣とい

う｡)上の労働者ではないので団体交渉には応じられないと回答した｡ 

10月29日､Ｙ２´が設立された｡ 

11月25日､組合は､Ｙ２´に対し､事故の補償や報酬引下げ等について団体交渉を申

し入れた(以下｢11月25日付団交申入れ｣という｡)｡ 

12月4日､Ｙ２´は､組合に対し､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰは労組法上の労働者ではないとして団

体交渉を拒否した｡ 

本件は､①配達ﾊﾟｰﾄﾅｰが､労組法上の労働者に当たるか否か､②Ｙ１は､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰ

である組合員との関係で労組法上の使用者に当たるか否か､③10月8日付団交申入れ

に対しＹ１が応じなかったこと及び11月25日付団交申入れに対しＹ２´(現Ｙ２)が

応じなかったことが､正当な理由のない団体交渉拒否に当たるか否かがそれぞれ争わ

れた事案である｡ 

３  主 文 <全部救済> 

(1)  Ｙ１は､組合が令和元年10月8日付けで申し入れた団体交渉に誠実に応じなけれ

ばならない｡ 

(2)  Ｙ２は､組合が令和元年11月25日付けで申し入れた団体交渉に誠実に応じなけれ

ばならない｡ 
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(3)  文書交付及び掲示 

４  判断の要旨 

(1)  配達ﾊﾟｰﾄﾅｰが労組法上の労働者に当たるか否かについて(争点1) 

ア  労働者性の判断枠組み 
(ｱ) ○○○○○○○事業は､飲食店と､飲食物を注文する注文者と､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰと

をｱﾌﾟﾘ上で結び付け､飲食店が提供する飲食物を注文者に届けるｻｰﾋﾞｽである｡ 

したがって､飲食物を配達する業務は､○○○○○○○事業において不可欠

の業務といえる｡ 

この配達業務のほとんどは､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰが行っている｡ 

配達ﾊﾟｰﾄﾅｰは､面接も試験もなく､簡便な手続により登録された不特定多数

の個人であり､必ずしも配達業務を本業としない者が事業に不可欠の業務を担

うことになるとともに､当該業務を円滑かつ安定的に遂行することが○○○○

○○○事業の維持､展開にとって必要であることから､Ｂは､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰに配達

の手順を具体的かつ詳細に記載した配達ﾊﾟｰﾄﾅｰｶﾞｲﾄﾞを交付し､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰは

基本的にこれに従って業務を遂行していることが認められる｡ 

本件では､このようなﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ(注:｢ｼｪｱ事業者｣と呼ばれる企業が､個人同

士をｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上で結び付けるｼｽﾃﾑ)を利用して業務を遂行する配達ﾊﾟｰﾄﾅｰの労

働者性が争点となっている｡ 

(ｲ) 会社らは､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰは○○○○○○○事業における｢顧客｣であって､その

労働力を会社らが利用しているわけではないとして､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰの労働者性を

判断するに当たり､労組法上の労働者性の判断基準が適用される余地はない旨

主張する｡ 

確かに､○○○○○○○事業においては､契約上､Ｂは､配送ｻｰﾋﾞｽやﾃﾞﾘﾊﾞﾘｰ

等のｻｰﾋﾞｽを提供するものではなく､利用者(注文者､飲食店及び配達ﾊﾟｰﾄﾅｰ)に

ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑを提供するものであり､飲食物の販売については､注文者と飲食店と

の間で直接取引が行われ､飲食物の販売に配送が伴う場合は､飲食店と配達ﾊﾟｰ

ﾄﾅｰとの間で配送に係る直接的な取引関係が生じるとされており､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰ

がＢ１及びＹ２に対して労務を提供する関係とはなっていない｡ 

しかし､労組法は､｢労働者が使用者との交渉において対等の立場に立つこと

を促進することにより労働者の地位を向上させること｣を目的の一つとしてい

る(第1条)｡ 

この労組法の趣旨及び性格からすれば､同法が適用される｢賃金､給料その他

これに準ずる収入によって生活する者｣(第3条)に当たるか否かについては､契

約の名称等の形式のみにとらわれることなく､その実態に即して客観的に判断

する必要がある｡ 

(ｳ) 本件において､飲食店と配達ﾊﾟｰﾄﾅｰとのﾏｯﾁﾝｸﾞが成立すると､契約上､配達業
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務については､飲食店と配達ﾊﾟｰﾄﾅｰとの間の直接的な取引関係となるところ､

実際には､上記(ｱ)のとおり､Ｂは配達ﾊﾟｰﾄﾅｰに配達ﾊﾟｰﾄﾅｰｶﾞｲﾄﾞを交付し､一定

の禁止行為を定めてこれに反した場合はｱｶｳﾝﾄ停止措置を行うことを示唆ない

し警告し､時には実際にｱｶｳﾝﾄ停止措置を行い､配達業務を正しく遂行すること

が困難と判断した場合には配達ﾊﾟｰﾄﾅｰとの○○○○ｻｰﾋﾞｽ契約を解消すること

を示唆し､ﾄﾗﾌﾞﾙ発生時にはＹ１が運営するｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰがその対応に当たるなど

している｡ 

こうした事実からすれば､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰが､○○○○○○○事業の不可欠の業

務である配達業務を円滑かつ安定的に遂行できるよう､Ｂが､当該業務の遂行

に様々な形で関与しているとみることができる｡ 

配送料についても､契約上は､飲食店が配達ﾊﾟｰﾄﾅｰに支払う形となっている

ものの､実際は､Ｙ２が代理権限に基づいて注文者から受領し､自らが得るｻｰﾋﾞ

ｽ手数料を差し引いて配達ﾊﾟｰﾄﾅｰに支払っている｡ 

(ｴ) このように､Ｂは､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰに対し､ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑを提供するだけにとどまら

ず､配達業務の遂行に様々な形で関与している実態があり､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰは､その

ようなＢの関与の下に配達業務を行っていることからすると､本件において､

配達ﾊﾟｰﾄﾅｰが純然たる｢顧客｣(ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの利用者)にすぎないとみることは困

難であり､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰが､○○○○○○○事業全体の中で､その事業を運営する

Ｂに労務を供給していると評価できる可能性のあることが強く推認される｡ 

そうすると､ｼｪｱﾘﾝｸﾞｴｺﾉﾐｰ上のﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑを提供する事業であっても､その実

態において､利用者がｼｪｱ事業者に対して労務を供給していると評価できる場

合もあり得るのであるから､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰの労働者性を判断するに当たり､会社

らは配達ﾊﾟｰﾄﾅｰの労働力を利用しているわけではないから労組法上の労働者

性の判断基準が適用される余地はないとの会社らの主張は､採用することがで

きない｡ 

したがって､上記の点を踏まえつつ､本件における配達ﾊﾟｰﾄﾅｰが労組法上の

労働者に当たるか否かについては､労組法の趣旨及び性格に照らし､会社らと

配達ﾊﾟｰﾄﾅｰとの間の関係において､労務供給関係と評価できる実態があるかと

いう点も含めて検討し､ｲ)事業組織への組入れ､ｳ)契約内容の一方的･定型的決

定､ｴ)報酬の労務対価性､ｵ)業務の依頼に応ずべき関係､ｶ)広い意味での指揮監

督下の労務提供､一定の時間的場所的拘束､ｷ)顕著な事業者性等の諸事情があ

るか否かを総合的に考慮して判断すべきである｡ 

イ  事業組織への組入れ 
(ｱ) 契約の目的 

配達ﾊﾟｰﾄﾅｰがＢ１及びＹ２と締結する○○○○ｻｰﾋﾞｽ契約の契約書の頭書に

は､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰに対し､○○○○ｻｰﾋﾞｽの提供をあっせん及び促進するとあり､

同契約の目的は､同社らが提供するﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ上で配達ﾊﾟｰﾄﾅｰに○○○○ｻｰﾋﾞｽ

を提供することにあるといえる｡ 
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一方で､上記ｱのとおり､○○○○○○○事業には飲食物を配達する業務が不

可欠の業務であり､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰはＢの関与の下に配達業務を行っていること､

そして､配達業務のほとんどは配達ﾊﾟｰﾄﾅｰが担っていることからすれば､同契

約は､ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑでのﾏｯﾁﾝｸﾞを迅速かつ確実に成立させるために配達業務のほ

とんどを担う配達ﾊﾟｰﾄﾅｰを確保するという目的も有しているとみることがで

きる｡ 

(ｲ) 組織への組入れの状況 

a  ○○○○○○○事業において､ｱﾌﾟﾘ上で注文を受けた後､注文者に飲食物を

配達することを要しないｹｰｽはごく僅かであり､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰが飲食物を注文者

に配達する割合は､注文全体のうち99%を占める｡ 

そして､配達ﾘｸｴｽﾄの件数は､多い時で週当たり270万件に及んでいる｡ 

配達ﾘｸｴｽﾄに対し､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰが応諾した割合は､本件申立時には約70%､令

和3年5月10日に応答時間が60秒間から30秒間に変更されて以降､近時ではお

おむね40%で推移しているが､配達ﾘｸｴｽﾄに対してﾏｯﾁﾝｸﾞが成立した割合は､

この間を通して､おおむね100%に近い割合で推移している｡ 

○○○○○○○が事業として成立するためには､こうした多くの注文に対

し確実にﾏｯﾁﾝｸﾞを成立させる必要があり､さらに飲食物を届けるという事業

の性質上､これを迅速に行う必要がある｡ 

このことから､Ｂが多くの配達ﾊﾟｰﾄﾅｰを確保する必要があったことは､容

易に推測することができる｡ 

b  また､Ｙ２は､ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞと称する金員を配送基本料に付加して配達ﾊﾟｰﾄﾅｰに

支払っているが(後記ｴ( ｳ )(9頁))､これは､配達の需要の多い場所､時期及び時

間帯に配達ﾊﾟｰﾄﾅｰを誘導し､配置させるものといえる｡ 

(ｳ) 評価とｱｶｳﾝﾄ停止措置 

a  配達ﾊﾟｰﾄﾅｰに対する評価は､注文者と飲食店とが行っており､会社らが直接

評価するわけではない｡ 

配達ﾊﾟｰﾄﾅｰに対する評価は､利用者が相互に評価することによって､会社

らがﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑのｼｪｱ事業者としてｻｰﾋﾞｽの適正な運用を図っているとみるこ

とができる｡ 

しかし､一方で､会社らは､最低評価平均という基準を設け､これを下回る

配達ﾊﾟｰﾄﾅｰにはｱｶｳﾝﾄ停止措置を行うことを示唆している｡ 

実際には低評価を理由にｱｶｳﾝﾄ停止措置となる配達ﾊﾟｰﾄﾅｰはほとんどいな

いものの､会社らは､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰに対する評価制度により､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰの行動

を統制し､最低評価平均を下回る労働力を排除して､一定水準の労働力を維

持､確保しようとしているということもできる｡ 

b  ｱｶｳﾝﾄ停止措置は､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰにとって稼働することができなくなることを

意味し､相当強い統制効果があるといえる｡ 

ｺﾐｭﾆﾃｨｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝでは､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰに限らず､他の利用者(飲食店､注文者)に



 

- 6 - 
 

もｱｶｳﾝﾄ停止措置が適用される行為が規定されており､ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑを利用者が

快適に利用するための措置であるともいえる｡ 

しかし､飲食店や注文者についてのｱｶｳﾝﾄ停止措置の事由となる行為は､他

の利用者への不適切及び侮辱的な発言や振る舞い､身体的脅迫など､社会通

念上当然に許されない行為や､利用者三者に共通する行為であるが､配達ﾊﾟｰ

ﾄﾅｰに対しては､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰｶﾞｲﾄﾞにおいて､ｱｶｳﾝﾄ停止措置の対象となる行為

が数多く規定されており､会社らが､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰの行動について強く統制し､

円滑に配達業務を行うことのできる配達ﾊﾟｰﾄﾅｰの確保に努めていることが

うかがわれる｡ 

(ｴ) 第三者に対する表示 

a  会社らは､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰがＢのﾛｺﾞ入りの配達用ﾊﾞｯｸﾞを使用することを義務付

けてはおらず､同ﾊﾞｯｸﾞを使うか否かは､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰの自由であるということ

ができるが､実態として､｢○○○○ ○○○○｣の知名度からすればそれを生

かして同ﾊﾞｯｸﾞを使用する配達ﾊﾟｰﾄﾅｰが多数存在することは容易に推認され､

これらの配達ﾊﾟｰﾄﾅｰについては､第三者に対し､Ｂの組織の一部として取り扱

われているとみることもできる｡ 

b  配達ﾊﾟｰﾄﾅｰｶﾞｲﾄﾞによれば､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰが､飲食店や注文者を訪問するときは､

｢○○○○○○○｣と名乗って挨拶することが推奨され､｢○○○○○○○｣と

名乗ることは､Ｂの組織の一部として取り扱われていることを示す一つの指

標とみることもできる｡ 

(ｵ) 専属性 

配達ﾊﾟｰﾄﾅｰは､自己の都合の良いときにｱﾌﾟﾘを稼働すればよく､また､契約上､

他社で働くことを禁止されておらず､実際に配達ﾊﾟｰﾄﾅｰの中には､複数のﾏｯﾁﾝ

ｸﾞｻｰﾋﾞｽを併用し､類似の配達業務を行っている者がいる｡ 

しかし､｢ｸｴｽﾄ｣と呼ばれるｲﾝｾﾝﾃｨｳﾞ(後記ｴ( ｳ )(9頁))は､その目標を達成し報

酬を獲得するために一定期間事実上拘束されることを促すものといえる｡ 

元年11月29日の配送料の改定により､基本料金が引き下げられ､逆にｲﾝｾﾝﾃｨ

ﾌﾞが引き上げられたことにより､｢ｸｴｽﾄ｣に従事して事実上拘束される傾向はよ

り強まったものといえる｡ 

また､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰ全体の中での割合は多くはないにしても､ｱﾌﾟﾘの稼働時間

が月当たり40時間を超え､○○○○○○○の配達業務に専属的に従事して生計

を立てているとみられる配達ﾊﾟｰﾄﾅｰが2,000名程度存在するし､Ｂが行ったｱﾝｹ

ｰﾄ調査によれば､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰを｢本業｣としている者が4分の1を占めている｡ 

そうすると､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰは､必ずしもＢへの専属が義務付けられているとは

いえないものの､○○○○○○○の配達業務に専属的に従事することを促す制

度が設けられ､実際に､同事業に専属しているとみられる配達ﾊﾟｰﾄﾅｰが一定数

存在しているということができる｡ 
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(ｶ) 小括 

以上のとおり､○○○○○○○事業は､利用者をｱﾌﾟﾘ上で結び付け､飲食店が

提供する飲食物を注文者に届けるｻｰﾋﾞｽを行っているところ､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰが飲

食物を注文者に配達する割合は､注文全体のうち99%を占めており､事業を成立

させ収益を上げるためには､多くの配達ﾊﾟｰﾄﾅｰを確保する必要があり､会社ら

は､評価制度やｱｶｳﾝﾄ停止措置等により､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰの行動を統制し､配達業務

の円滑かつ安定的な遂行を維持しているとみられる｡ 

このほか､一部の配達ﾊﾟｰﾄﾅｰについて､第三者に対し自己の組織の一部とし

て取り扱ったり､ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞを設けて事実上専属的に従事する配達ﾊﾟｰﾄﾅｰを一定

数確保したりもしている｡ 

以上のことからすると､○○○○○○○事業は､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰの労務提供なし

には機能せず､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰは､会社らの事業の遂行に不可欠な労働力として確

保され､事業組織に組み入れられていたというべきである｡ 

ウ  契約内容の一方的･定型的決定 
(ｱ) 配達ﾊﾟｰﾄﾅｰが締結している○○○○ｻｰﾋﾞｽ契約(前記ｲ( ｱ )(5頁))は､会社らが

用意した定型的な様式のものであり､契約内容について､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰが会社ら

と個別に交渉して決定することはない｡ 

ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの仕組みや運営ﾙｰﾙは､Ｂが､一方的､定型的に定めているといえる｡ 

(ｲ) 配達ﾊﾟｰﾄﾅｰに支払われる配送料について､○○○○ｻｰﾋﾞｽ契約には､配達ﾊﾟｰﾄ

ﾅｰがＹ２に配送料の変更を要請する権利がある旨の条項があるが､実際には個

別に交渉を行うことはなく､推奨価格(後記ｴ( ｱ )(8頁))以外の配送料となった事

例はない｡ 

○○○○○○○のｱﾌﾟﾘは､配達が完了すると配送料が画面に表示されるが､

Ｙ２が決定する金額以外の選択肢は表示されず､個別に交渉できるような仕様

にはなっていない｡ 

ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ(後記ｴ( ｳ )(9頁))の金額も､Ｙ２の裁量により随時決められ､配達ﾊﾟｰ

ﾄﾅｰにはその諾否しか選択肢はない｡ 

また､組合員が､ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰに配送料の交渉について問い合わせたところ､全

ての金額についてはＢが決めている旨の回答がなされた｡ 

さらに､○○○○ｻｰﾋﾞｽ契約には､Ｙ２が､裁量によりいつでも配送料計算を

変更する権利を留保すると規定され､実際に料金改定が数回行われたが､事前

の協議などはなく､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰにお知らせのﾒｰﾙ等で通知されるだけであった｡ 

配達ﾘｸｴｽﾄに対して配達ﾊﾟｰﾄﾅｰが応答する時間が60秒間から30秒間へ変更と

なった時も､事前に配達ﾊﾟｰﾄﾅｰに説明はなかった｡ 

(ｳ) 以上のとおり､契約内容の決定及び変更のいずれにおいても､対等な関係性

は認められず､会社らが一方的･定型的に決定しているといえる｡ 

エ  報酬の労務対価性 
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(ｱ) 配送料の支払者 

配達ﾊﾟｰﾄﾅｰ及び飲食店が､それぞれＢ１及びＹ２と締結している契約では､

会社らは､技術ｻｰﾋﾞｽ提供業者であって配送ｻｰﾋﾞｽを提供するものではなく､配

送に関しては配達ﾊﾟｰﾄﾅｰと飲食店との間で直接的な取引関係が生じ､配達ﾊﾟｰﾄ

ﾅｰは､配送料を飲食店に請求すると規定されている｡ 

しかし､配送料に係る金銭の流れをみると､Ｙ２が､代理権限に基づき､飲食

店に代わって､注文者から受領し､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰに支払っており､飲食店は､配送

料の徴収及び支払に関与していない｡ 

配送料の金額についても､Ｙ２が決定しており､その配送料は推奨価格とさ

れているが､実際には､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰと同社との間､あるいは配達ﾊﾟｰﾄﾅｰと飲食店

との間で交渉することはなく､配送料が推奨価格以外の金額に変更となったこ

とはない｡ 

加えて､Ｙ２は､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰが非効率な配送経路をとった場合など､配送料を

調整する権利を留保しており､一定の場合には､配送料を取り消す権利も留保

している｡ 

また､Ｙ２は､飲食物等の配達が不履行に終わった場合など状況に応じ､飲食

店や注文者に一定の金銭(ｱﾋﾟｰｼﾞﾝｸﾞ費用)を支払っており､逆に､配達先に注文

者が不在で飲食物を渡せなかったり､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰの不注意で飲食物が崩れてし

まった場合などでも､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰに対し､所定の配送料を支払うことがある｡ 

Ｂがｷｬﾝﾍﾟｰﾝを企画して配送手数料が0円のときは､注文者は配送手数料を支

払わないが､その場合も､Ｙ２が配達ﾊﾟｰﾄﾅｰに配送料を支払っている｡ 

そして､前記ｱのとおり､○○○○○○○事業を成立させるため､Ｂが配達ﾊﾟｰ

ﾄﾅｰの行う配達業務の遂行に関与している実態があることからすると､契約上

は飲食店が配送料を支払うことになっているとしても､実態としては､Ｙ２が

配達ﾊﾟｰﾄﾅｰに対し配送料を支払っているとみるのが相当である｡ 

(ｲ) 配送料(配送基本料) 

配達ﾊﾟｰﾄﾅｰがｱｶｳﾝﾄを他人に使用させることは､ｱｶｳﾝﾄ停止措置の事由とされ

ており､配達業務は､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰ本人が､自らの労働力を供給して行うものであ

るといえる｡ 

その配達業務に係る配送料について､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰｶﾞｲﾄﾞでは､配送基本料(基

本料金-ｻｰﾋﾞｽ手数料)にｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ(不定期の追加報酬)を加えたものであるとさ

れ､｢基本料金｣は､受取料金､受渡料金及び距離料金によって構成されている｡ 

このうち受取料金は､飲食店で飲食物を受領した件数に応じて､受渡料金は､

注文者に飲食物を渡した件数に応じて､距離料金は､飲食店から配達先までの

距離に応じて､それぞれ計算されており､これらは､いずれも､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰが注

文者に飲食物を配達する業務量に基づいて算出されているとみることができ

る｡ 

加えて､上記( ｱ )のとおり､Ｙ２は､注文者の都合で配達ができない場合などに
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は､配達が完了しなくても､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰに対して所定の配送料を支払うことが

あり､配送料が仕事の完成に対する報酬であるということは困難である｡ 

(ｳ) ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ 

ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞのうち､ﾌﾞｰｽﾄは､注文の多い時間や場所において一定の倍率で増額

されるもの､ｸｴｽﾄは､期間内に配達件数の目標を達成すると支払われるもの､ｵﾝ

ﾗｲﾝ時間ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞは､指定された時間における配送料が一定額に満たなかった

場合に､その一定額と実際の配送料との差額が支払われるものである｡ 

ﾌﾞｰｽﾄは､注文の多い時間や場所における稼働を促進するものと､ｸｴｽﾄは､配

達件数の増加を促進するものと､ｵﾝﾗｲﾝ時間ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞは､一定額を保証すること

により指定する時間にｱﾌﾟﾘをｵﾝﾗｲﾝとすることを促進するものということがで

き､いずれも､繁忙手当や奨励金等に類する性質を有しているとみることがで

きる｡ 

(ｴ) 小括 

以上要するに､Ｙ２が配達ﾊﾟｰﾄﾅｰに支払う配送料は､配送基本料とｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ

と称する追加報酬であり､いずれも､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰが自ら行う労務の提供に対す

る対価としての性格を有するものであるということができる｡ 

オ  業務の依頼に応ずべき関係 
配達ﾊﾟｰﾄﾅｰは､ｱﾌﾟﾘをｵﾝﾗｲﾝにしたときに､業務の依頼である配達ﾘｸｴｽﾄを受け

られるところ､ｱﾌﾟﾘをｵﾝﾗｲﾝにするか否か､どの時間帯に､どの場所で配達業務を

行うかは全くの自由である｡ 

配達ﾘｸｴｽﾄに応じた後にｷｬﾝｾﾙをすれば､評価が下がったり､ｱｶｳﾝﾄ停止措置を受

ける可能性もあるが､単に配達ﾘｸｴｽﾄに応じない場合には､具体的な不利益を受け

る旨の定めは特に存在しない｡ 

実際に､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰが応諾する割合は､本件申立時には約70%､3年5月10日に応

答時間が60秒間から30秒間に変更されて以降､近時では約40%となっており､配達

ﾊﾟｰﾄﾅｰは配達ﾘｸｴｽﾄに対し一定程度の諾否の自由があったことが実態としてもう

かがえる｡ 

しかし､以下のような事情も認められる｡ 

(ｱ) 不利益取扱いの可能性 

ｱﾌﾟﾘは､多くの場合､一定時間内に3回連続して配達ﾘｸｴｽﾄを応諾しないと自

動でｵﾌﾗｲﾝになる設定がされており､ｵﾌﾗｲﾝにされても再度ﾛｸﾞｲﾝすることは可

能であるが､ｵﾌﾗｲﾝにされたことに配達ﾊﾟｰﾄﾅｰが気付かずにいると､配達ﾘｸｴｽﾄ

を受ける機会を逸するおそれがある｡ 

組合は､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰが配達ﾘｸｴｽﾄに2回ないし3回連続で応諾しなかった場合､

しばらく配達依頼が入らなくなるといった｢干される｣という現象が生じるこ

とがある旨主張するところ､そうした事実があったとまでは認定することは証

拠上難しいものの､組合員である配達ﾊﾟｰﾄﾅｰが､配達ﾘｸｴｽﾄを拒否すれば､配達ﾘ
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ｸｴｽﾄの送信件数が減るなどの不利益を受ける可能性があるとの認識を持って

いたことは否定できない｡ 

(ｲ) 業務の依頼拒否の可能性 

本件申立時､配達ﾘｸｴｽﾄの際の画面に配達先が表示されず､飲食店で配達先を

知らされた段階では配達ﾊﾟｰﾄﾅｰは配達ﾘｸｴｽﾄを拒否することが困難な状況にあ

ったといえる｡ 

また､会社らが設定するｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞのうち､ｸｴｽﾄは､一定期間内に配達件数の目

標を達成すると支払われるものであるから､ｸｴｽﾄの目標を設定した配達ﾊﾟｰﾄﾅｰ

は､その期間内において目標を達成するまでは､業務の依頼を拒否しづらい状

況に置かれているといえる｡ 

さらに､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰは､一定額の収入が保証されているわけではなく､配達ﾘｸ

ｴｽﾄがどの程度送信されるかも分からないため､ｱﾌﾟﾘをｵﾝﾗｲﾝにしている間に配

達ﾘｸｴｽﾄが来れば､応諾しようという意識がはたらくと考えられ､特に､週40時

間程度稼働し､○○○○○○○事業に事実上専属的に従事している配達ﾊﾟｰﾄﾅｰ

は､配達ﾘｸｴｽﾄを基本的に拒否しづらい状況にあったとみられる｡ 

(ｳ) 小括 

配達ﾊﾟｰﾄﾅｰは､ｱﾌﾟﾘをｵﾝﾗｲﾝとするか否か､どの時間帯で､どの場所で配達業

務を行うかは自由であり､配達ﾘｸｴｽﾄを拒否しても､具体的な不利益を受ける旨

の定めは特になく､業務の依頼に応ずべき関係にあったとまではいうことがで

きないが､場合によっては､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰの認識として､配達ﾘｸｴｽﾄを拒否しづら

い状況に置かれるような事情もあったことがうかがわれる｡ 

カ  広い意味での指揮監督下の労務提供､一定の時間的場所的拘束 
(ｱ) 業務を行う時間帯及び場所 

配達ﾊﾟｰﾄﾅｰは､業務を希望する時間帯に希望する場所でｱﾌﾟﾘをｵﾝﾗｲﾝにする

ことができ､どの時間帯にどの場所で業務を行うかは全くの自由である｡ 

後記( ｲ )のとおり､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰが配達ﾘｸｴｽﾄに応諾した後は､配達業務の遂行方

法について配達ﾊﾟｰﾄﾅｰｶﾞｲﾄﾞ等により会社らの指示を受け､その時間や場所の

面でもそれに従わざるを得ない状況に置かれているが､配達業務終了後に､ｱﾌﾟ

ﾘをｵﾝﾗｲﾝにして次の配達ﾘｸｴｽﾄを待つか､ｵﾌﾗｲﾝにして業務を終了するかも自由

である｡ 

このことからすると､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰは､少なくともどの時間帯にどの場所で業

務を行うかについて､会社らからの拘束を受けているということはできない｡ 

(ｲ) 配達業務に係る指示 

配達ﾊﾟｰﾄﾅｰは､配達ﾘｸｴｽﾄに応諾した後､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰｶﾞｲﾄﾞに基づいて業務を

遂行しているところ､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰｶﾞｲﾄﾞは､全134頁に及び､配達開始前の準備､

配達の基本的な流れ､特別な出来事が生じた場合の流れ､配達中のﾄﾗﾌﾞﾙ対応な

どの配達業務の手順に加え､求められるﾏﾅｰや挨拶の仕方など配達ﾊﾟｰﾄﾅｰの心
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構えや接客態度等についても､詳細な記載がなされている｡ 

また､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰｶﾞｲﾄﾞでは､飲食店が飲食物の準備が完了していない場合や

配達先に注文者がいない場合に､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰに待機や所定の対応を求めている｡ 

さらに､ﾄﾗﾌﾞﾙ発生時には､ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰに連絡することとなっているが､ｻﾎﾟｰﾄｾ

ﾝﾀｰの対応は､ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑｻｰﾋﾞｽの一環としてのﾄﾗﾌﾞﾙへの助言であるだけでなく､

ﾄﾗﾌﾞﾙに適切に対処して配達業務を円滑に遂行するための業務指示でもあると

みることができる｡ 

そして､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰｶﾞｲﾄﾞには､配達業務を正しく遂行することが困難と判断

された個人事業主とは､契約を解消する可能性があるとの記載があるほか､ｺﾐｭ

ﾆﾃｨｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝや配達ﾊﾟｰﾄﾅｰｶﾞｲﾄﾞには､評価制度やｱｶｳﾝﾄ停止措置の記載があり､

配達ﾊﾟｰﾄﾅｰは､飲食店及び注文者から評価を受け､その評価はﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸされ､

評価が各都市の最低ﾗｲﾝよりも著しく低い場合には､ｱｶｳﾝﾄ停止措置となる可能

性がある｡ 

また､配達が遅くなると評価が下がることにもなるし､それが度重なるとｱｶｳ

ﾝﾄ停止措置を受ける可能性もある｡ 

そのほかにも､不正と捉えられる行為があった場合には､ｱｶｳﾝﾄ停止措置とな

る可能性があるとして､幾つかの行為が例示されている｡ 

このような評価制度やｱｶｳﾝﾄ停止措置があることにより､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰは､配達

ﾊﾟｰﾄﾅｰｶﾞｲﾄﾞに記載された､会社らの求める詳細な業務手順等に従わざるを得

ない状況に置かれているといえる｡ 

配達業務は定型的なものである上､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰｶﾞｲﾄﾞにより具体的な業務手

順が示されているため､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰが配達業務において裁量を有するのは､配

達経路の選択くらいである｡ 

しかし､これも､ｱﾌﾟﾘで推奨経路が表示され､わざと遠回りした場合にはｱｶｳﾝ

ﾄ停止措置となる可能性もあり､また､実際に選択した距離が推奨経路より距離

が長くても､配送基本料 は推奨経路で算出されることがあることから､事実上､

推奨経路に従わざるを得ない状況にあることが推認され､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰの業務に

おける裁量の余地は極めて少ないといえる｡ 

また､Ｂは､移動中の配達ﾊﾟｰﾄﾅｰの位置情報をGPSにより把握しており､配達

ﾊﾟｰﾄﾅｰは､飲食店からの飲食物の受取を完了したとき及び注文者への配達を完

了したときは､ｱﾌﾟﾘの画面をｽﾜｲﾌﾟして､Ｂに報告している｡ 

(ｳ) 以上のことから､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰは､業務を行う時間帯及び場所について会社ら

からの拘束を受けているということはできないものの､広い意味で会社らの指

揮監督下に置かれて､配達業務を遂行しているとみることができる｡ 

キ  顕著な事業者性 
(ｱ) 自己の才覚で利得する機会 

配達ﾊﾟｰﾄﾅｰは､会社らが設定したﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの中で､配達ﾘｸｴｽﾄに応諾して配
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達業務を行い､収入を得ているところ､上記ｶ( ｲ )で判断したとおり､配達業務に

おける配達ﾊﾟｰﾄﾅｰの裁量の余地は極めて少なく､また､ｺﾐｭﾆﾃｨｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝにより

飲食店や注文者は配達ﾊﾟｰﾄﾅｰとの不必要な接触を禁止されており､独自に固有

の顧客を獲得することもできないことから､自己の才覚で利得する機会はほと

んどないといえる｡ 

(ｲ) 業務における損益の負担 

配達が未完に終わったときや､事故が発生したとときなどは､Ｙ２が､飲食店

や注文者や利用者に対してｱﾋﾟｰｼﾞﾝｸﾞ費用を支払っており､同社は､同費用を配

達ﾊﾟｰﾄﾅｰに求償することはなく､逆に､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰに対しても､所定の配送料を

支払っている｡ 

また､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰに支払う配送料が､注文者の負担する配送手数料を超える

場合､Ｙ２は､飲食店に対しその差額相当額をﾃﾞｨｽｶｳﾝﾄしているが､この場合に

も配達ﾊﾟｰﾄﾅｰに所定の配送料を支払っている｡ 

さらに､Ｂがｷｬﾝﾍﾟｰﾝを企画して注文者が配送手数料を支払わないときも､配

達ﾊﾟｰﾄﾅｰには所定の配送料をＹ２が支払っている｡ 

このように､配送事業における損益は､Ｙ２が負担しており､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰが自

らの業務においてﾘｽｸを負っているということはできない｡ 

(ｳ) 他人労働力 

配達業務は､事前に登録した本人が配達することになっており､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰ

ｶﾞｲﾄﾞでは､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰがｱｶｳﾝﾄを複数持ったり､他人のｱｶｳﾝﾄを使ったり､ｱｶｳﾝﾄ

を他人とｼｪｱしたりすることなどを禁止しており､これに違反すればｱｶｳﾝﾄ停止

措置となる可能性がある｡ 

したがって､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰが､他人を雇用するなどして事業を拡大することは

できない｡ 

(ｴ) 業務に必要な機材等の負担 

配達ﾊﾟｰﾄﾅｰは､ﾊﾞｲｸや自転車等の配達手段を自ら保有して配達業務を遂行し

ている｡ 

(ｵ) 小括 

以上要するに､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰは､ﾊﾞｲｸや自転車等の配達手段を自ら保有してい

るものの､独自に固有の顧客を獲得したり､他人労働力を利用することはでき

ず､自己の才覚で利得する機会はほとんどないし､配送事業のﾘｽｸを負っている

ともいえないことから､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰが顕著な事業者性を有しているということ

はできない｡ 

ク  結論 
以上のとおり､○○○○○○○事業は､利用者をｱﾌﾟﾘ上で結び付け､飲食店が提

供する飲食物を注文者に届けるｻｰﾋﾞｽを行っているところ､本件における配達ﾊﾟｰ

ﾄﾅｰは､ｲ)会社らの事業の遂行に不可欠な労働力として確保され､事業組織に組み
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入れられており､ｳ)会社らが契約内容を一方的･定型的に決定しているというこ

とができ､ｴ)配達ﾊﾟｰﾄﾅｰの得る報酬である配送料は､労務の提供に対する対価と

しての性格を有しているといえる｡ 

一方で､ｵ)配達ﾊﾟｰﾄﾅｰは､ｱﾌﾟﾘを稼働するか否か､どの時間帯に､どの場所で配

達業務を行うかについて自由を有しており､会社らの業務の依頼に応ずべき関係

にあったとまではいえない｡ 

しかし､場合によっては､配達ﾘｸｴｽﾄを拒否しづらい状況に置かれる事情があっ

たことが認められる｡ 

また､ｶ)一定の時間的場所的拘束を受けているとはいえないものの､広い意味

で会社らの指揮監督下に置かれて､配達業務を遂行しているということができる｡ 

そして､ｷ)配達ﾊﾟｰﾄﾅｰが顕著な事業者性を有していると認めることはできない｡ 

これらの事情を総合的に勘案すれば､本件における配達ﾊﾟｰﾄﾅｰは､会社らとの

関係において労組法上の労働者に当たると解するのが相当である｡ 

(2)  Ｙ１は､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰである組合員との関係で労組法上の使用者に当たるか否かに

ついて(争点2) 

ア  Ｙ１は､Ｙ２から業務委託を受け､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰへのｻﾎﾟｰﾄ業務を行っており､配達

ﾊﾟｰﾄﾅｰとの間には直接の契約関係は存在しない｡ 

イ  組合が､Ｙ１に申し入れた団体交渉事項は､①事故の際の配達ﾊﾟｰﾄﾅｰに対する補

償､②報酬計算の根拠となる距離計算の誤り､③ｱｶｳﾝﾄ停止措置の基準等､④報酬､

⑤ｱﾌﾟﾘ､⑥Ｙ１と配達ﾊﾟｰﾄﾅｰ協同による配達ｻｰﾋﾞｽの品質向上､⑦紹介料について

であり､上記⑴で判断したとおり､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰがＹ２との関係において労組法上の

労働者に当たることからすれば､いずれも配達ﾊﾟｰﾄﾅｰの労働条件その他その経済

的地位に関するものであるといえる｡ 

ウ  Ｙ１は､本件申立時において､Ｙ２から受託して､広報･法務･契約業務､配達ﾊﾟｰﾄ

ﾅｰの登録手続､教育､ｱｶｳﾝﾄ停止措置の運用､ﾊﾟｰﾄﾅｰｾﾝﾀｰ及びｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの運営等を

所管しており､上記ｲの団体交渉事項のほとんどを取り扱っている｡ 

また､配送料の計算の誤りやｱｶｳﾝﾄ停止措置に関する配達ﾊﾟｰﾄﾅｰの問合せにＹ

１が運営するｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰが対応しているほか､ｱﾌﾟﾘに関する問合せにも同ｾﾝﾀｰが

応じており､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰにとって､登録や契約の手続から､運用の説明･ｻﾎﾟｰﾄ､各

種問合せまで､○○○○○○○事業について実質的に対応しているのは､Ｙ１で

あるといえる｡ 

エ  会社らは､○○○○○○○事業に関わる実質的な決定は､全てＢ１とＹ２とが行

っており､Ｙ１が行うのは､飽くまで事務的な業務であるから､Ｙ１は､労組法上の

使用者に当たらないと主張するが､これを裏付ける証拠はない｡ 

また､令和3年1月に､Ｙ１とＹ２との間で大幅な所管業務の変更が行われたが､

このときに業務委託契約自体は変更されないままであったことが認められる｡ 

こうしたことからすると､両社間の業務委託契約は､実態を反映せず､形骸化し
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ていたことがうかがえる｡ 

さらに､○○○○ｻｰﾋﾞｽ契約には､Ｂ側の主体の表記が｢Ｙ２及びその関連会社｣

となっている記載がみられ､飲食店と締結している契約(ｱｸﾞﾘｰﾒﾝﾄ)にも｢Ｂ１及

びその関連会社｣との記載があり､注文者が同意するＢの利用規約には､｢Ｂ｣とは､

｢Ｂ３又はその関連会社､若しくはその他の関係会社｣を指すと記載されている｡ 

また､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰｶﾞｲﾄﾞの会社らの主体は､｢Ｂ｣と表記され､○○○○○○○事

業に関わるＢ１､Ｙ２及びＹ１のうちのどの会社を指しているのか､必ずしも明

確に区分されているわけではない｡ 

そうすると､○○○○○○○事業ついては､同事業に携わる関連会社各社の役

割分担が明確に区別されているとはいえず､実質的には､関連各社が事実上一体

となって､同事業を展開し､運営していたとみるのが相当である｡ 

オ  したがって､○○○○○○○事業について､登録や契約の手続から､運用の説明･

ｻﾎﾟｰﾄ､各種問合せまで､実質的に配達ﾊﾟｰﾄﾅｰへの対応を行っているＹ１は､配達ﾊﾟ

ｰﾄﾅｰの労働条件等に関する上記ｲの団体交渉事項について､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰとの契約の

当事者であるＹ２と共に､現実的かつ具体的に支配､決定することができる地位に

あったとみるのが相当であり､団体交渉に応ずるべき使用者の地位にあるという

べきである｡ 

(3)  10月8日付団交申入れに対しＹ１が応じなかったこと及び11月25日付団交申入れ

に対しＹ２´が応じなかったことが､正当な理由のない団体交渉拒否に当たるか否

かについて(争点3) 

ア  10月8日付団交申入れに応じなかったこと 
Ｙ１は､上記⑵で判断したとおり､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰの労働条件等について､団体交渉

に応ずるべき使用者の地位にあるところ､同社は､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰの労働条件等に関

するものを団体交渉事項とする組合の10月8日付団交申入れに対し､回答をせず､

団体交渉に応じていないのであるから､このようなＹ１の対応は､正当な理由の

ない団体交渉拒否に該当する｡ 

イ  11月25日付団交申入れに応じなかったこと 
○○○○○○○事業における配達ﾊﾟｰﾄﾅｰが､労組法上の労働者に当たることは

前記⑴で判断したとおりであるところ､Ｙ２は､日本における○○○○○○○事

業の運営主体であり､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰとの○○○○ｻｰﾋﾞｽ契約の当事者でもあること

から､Ｙ２及びその前身であるＹ２´は､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰの労働条件等について､組合

との団体交渉に応ずべき地位にあるということができる｡ 

ところが､Ｙ２´は､配達ﾊﾟｰﾄﾅｰの労働条件等に関するものを団体交渉事項と

する組合の11月25日付団交申入れに対し､これを拒否する旨回答し､団体交渉に

応じていないのであるから､このようなＹ２´の対応は､正当な理由のない団体

交渉拒否に該当する｡ 
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５  命令書交付の経過  

(1)  申立年月日         令和2年3月16日 

(2)  公益委員会議の合議 令和4年10月4日 

(3)  命令書交付日       令和4年11月25日 
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